
　

高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
は
、
60
歳
到

達
等
の
時
点
に
比
べ
て
、
賃
金
が
75
％

未
満
に
低
下
し
た
状
態
で
働
き
続
け
る

60
歳
以
上
65
歳
未
満
の
一
定
の
雇
用
保

険
一
般
被
保
険
者
に
支
給
さ
れ
る
給
付

で
す
。

　

高
年
齢
者
の
就
業
意
欲
を
維
持
・
喚

起
し
、
65
歳
ま
で
の
雇
用
の
継
続
を
援

助
・
促
進
す
る
こ
と
を
目
的
に
、
１
９

９
５
年
に
設
け
ら
れ
ま
し
た
。

　

同
給
付
に
は
「
高
年
齢
雇
用
継
続
基

本
給
付
金
」と「
高
年
齢
再
就
職
給
付
金
」

の
２
種
類
が
あ
り
ま
す
（
図
表
１
）。

高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
の 

変
更
点

◉ 

支
給
率
の
引
下
げ

　

高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
の
支
給
率

は
、
各
月
に
支
払
わ
れ
た
賃
金
の
低
下

率
に
応
じ
て
決
ま
り
、
低
下
率
が
61
％

以
下
の
場
合
、
支
給
率
は
賃
金
額
の

15
％
（
上
限
額
）、
61
％
超
75
％
未
満

の
場
合
は
、
15
％
か
ら
０
％
の
間
で
設

定
さ
れ
、
75
％
以
上
の
場
合
は
不
支
給

と
さ
れ
て
い
ま
し
た
。

　

そ
の
支
給
率
が
２
０
２
５
年
４
月
１

日
か
ら
、
低
下
率
が
64
％
以
下
の
場
合

は
、
賃
金
額
の
10
％
（
上
限
額
）、
64
％

超
75
％
未
満
の
場
合
は
、
10
％
か
ら

０
％
の
間
で
設
定
さ
れ
る
よ
う
に
引
き

下
げ
ら
れ
ま
す
（
傍
線
部
が
改
正
部

分
）。
75
％
以
上
の
場
合
の
不
支
給
は

変
わ
り
ま
せ
ん
。

◉ 

支
給
率
引
下
げ
の
対
象
者

　

２
０
２
５
年
４
月
１
日
以
降
に
60
歳

に
達
し
た
日※
１

（
そ
の
日
時
点
で
被
保
険

者
で
あ
っ
た
期
間
が
５
年
に
満
た
な
い

人
は
そ
の
期
間
が
５
年
を
満
た
す
こ
と

と
な
っ
た
日
）
を
迎
え
た
人
が
新
制
度

の
対
象
と
な
り
ま
す
（
図
表
２
）。

◉ 
年
金
と
の
調
整
額
の
引
下
げ

　

厚
生
年
金
保
険
の
被
保
険
者
で
、
特

別
支
給
の
老
齢
厚
生
年
金
等
の
給
付
を

受
け
て
い
る
人
が
、
高
年
齢
雇
用
継
続

給
付
を
受
け
る
と
き
は
、
在
職
に
よ
る

年
金
の
支
給
停
止
に
加
え
て
、
年
金
の

一
部
が
支
給
停
止
さ
れ
ま
す
。

　

そ
の
支
給
停
止
さ
れ
る
年
金
額
が
、

最
高
で
賃
金
（
標
準
報
酬
月
額
）
の

６
％
相
当
額
か
ら
４
％
相
当
額
に
改
正

さ
れ
ま
す
。

◉ 

制
度
変
更
の
背
景

　

今
回
の
給
付
縮
小
の
背
景
に
は
、
高

年
齢
者
の
雇
用
環
境
の
変
化
が
あ
る
と

い
わ
れ
て
い
ま
す
。
２
０
１
３
年
施
行

の
改
正
高
年
齢
者
雇
用
安
定
法
に
よ

り
、
65
歳
ま
で
の
雇
用
確
保
が
義
務
化

さ
れ
、
定
年
年
齢
を
65
歳
未
満
に
定
め

て
い
る
事
業
主
に
は
「
65
歳
ま
で
の
定

年
の
引
上
げ
」「
65
歳
ま
で
の
継
続
雇

用
制
度
の
導
入
（
希
望
者
全
員
）」「
定

年
の
廃
止
」
の
い
ず
れ
か
の
措
置
の
実

施
が
義
務
付
け
ら
れ
ま
し
た
。
さ
ら
に

２
０
２
１
年
施
行
の
改
正
法
で
は
、

「
70
歳
ま
で
」
の
就
業
確
保
が
努
力
義

務
と
さ
れ
ま
し
た
。

「高年齢雇用継続給付」に 
 � まつわる実務をおさらいしよう

みらいく社会保険労務士法人代表  社会保険労務士  大石 惠一

※
１　

�

年
齢
計
算
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
き
、
誕
生
日
の
前
日
が「
達
し
た
日
」と
な
る
た
め
、１
９
６
５
年
４
月
２
日
生
ま
れ
以
降
の

人
が
対
象
。２
０
２
５
年
３
月
31
日
以
前
に
支
給
対
象
者
と
な
っ
た
人
は
、４
月
１
日
以
降
も
改
正
前
の
支
給
率
の
ま
ま

ことし４月１日より高年齢雇用継続給付の支給率が最大10％に引き下げ
られ、将来的には廃止の可能性も示唆されています。同給付の概要や
変更点、企業の実務対応、円滑な雇用維持の方法について解説します。

被保険者であった期間が５年以上
ある60歳以上65歳未満の労働者
であって、60歳以後の各月に支払
われる賃金が原則として60歳時点
の賃金額の75％未満となった状態
で雇用を継続する高年齢者

図表１　高年齢雇用継続給付の種類

注） 同一の再就職について、再就職手当と高年齢再就職給付金
 は併給されない
出典 第188回職業安定分科会雇用保険部会
 『高年齢雇用継続給付について』

高年齢雇用継続基本給付金

基本手当を受給した後、60歳以後
に再就職して、再就職後の各月に
支払われる賃金額が基本手当の
基準となった賃金日額を30倍した
額の75％未満となった者で以下の
要件を満たす者
a. 基本手当についての被保険者で
 あった期間が５年以上あること
b. 再就職した日の前日における
 基本手当の支給残日数が
 100日以上あること
c. 安定した職業に就くことにより
 被保険者となったこと

高年齢再就職給付金

4月から支給率が引下げに
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こ
の
よ
う
な
高
年
齢
者
の
就
業
環
境

の
整
備
に
伴
い
、
高
年
齢
雇
用
継
続
給

付
は
縮
小
傾
向
に
あ
り
、
25
％
（
１
９

９
５
年
創
設
時
）
→
15
％
（
２
０
０
３

年
改
正
）
→
10
％
（
２
０
２
５
年
改

正
）
と
、
段
階
的
に
給
付
率
が
引
き
下

げ
ら
れ
て
き
ま
し
た
。

　

厚
生
労
働
省
で
は
今
後
の
施
行
状
況

等
を
見
つ
つ
、
将
来
的
な
廃
止
も
含
め

検
討
し
て
い
る
よ
う
で
す
。

企
業
の
実
務
対
応

◉ 

支
給
申
請
の
手
続
き

　

高
年
齢
雇
用
継
続
基
本

給
付
金
の
支
給
申
請
の
手

続
き
に
必
要
な
手
順
を
、

以
下
に
ま
と
め
ま
し
た
（
図

表
３
）。

【 

❶
受
給
資
格
の
確
認 

】

▪ �

60
歳
以
上
65
歳
未
満
の

雇
用
保
険
一
般
被
保
険

者
で
あ
る
こ
と

▪ �

雇
用
保
険
の
被
保
険
者

で
あ
っ
た
期
間
が
通
算

５
年
以
上
で
あ
る
こ
と

【 

❷
支
給
要
件
の
確
認 

】

▪ �

支
給
対
象
月
の
初
日
か

ら
末
日
ま
で
被
保
険
者

で
あ
る
こ
と

▪ �

支
給
対
象
月
中
に
支
払

わ
れ
た
賃
金
の
額
が
、60

歳
到
達
時
等
賃
金
月
額
の

75
％
未
満
に
低
下
し
て

い
る
こ
と

▪ �

支
給
対
象
月
中
に
支
払
わ

れ
た
賃
金
の
額
が
、
支※
２

給

限
度
額
未
満
で
あ
る
こ
と

 
▪ �

申
請
後
算
出
さ
れ
た
基
本
給
付
金
の
額

が
、
最※
３
低
限
度
額
を
超
え
て
い
る
こ
と

▪ �

支
給
対
象
月
の
全
期
間
に
わ
た
っ
て
、

育
児
休
業
給
付
ま
た
は
介
護
休
業
給
付

の
支
給
対
象
と
な
っ
て
い
な
い
こ
と

【 

❸
初
回
の
申
請
に
必
要
な
書
類 

】

▪ �

雇
用
保
険
被
保
険
者
六
十
歳
到
達
時
等

賃
金
証
明
書

▪ �

高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
受
給
資
格
確
認
票

▪ �（
初
回
）
高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
支
給

申
請
書（
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
記
載
欄
あ
り
）

▪ �

賃
金
台
帳
、
労
働
者
名
簿
、
出
勤
簿
ま

た
は
タ
イ
ム
カ
ー
ド
等

▪ �

被
保
険
者
の
運
転
免
許
証
（
コ
ピ
ー
も

可
）
な
ど
年
齢
が
確
認
で
き
る
官
公
署

か
ら
発
行
・
発
給
さ
れ
た
身
分
証
明
書

等
の
書
類

【 

❹
２
回
目
以
降
に
必
要
な
書
類 

】

▪ �

高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
支
給
申
請
書

（
受
給
資
格
確
認
や
前
回
の
支
給
申
請

手
続
き
後
に
公
共
職
業
安
定
所
か
ら
交

付
さ
れ
る
）

▪ �

賃
金
台
帳
、
出
勤
簿
ま
た
は
タ
イ
ム
カ

ー
ド
等

　

支
給
申
請
の
手
続
き
を
事
業
主
等
が

行
な
う
場
合
、
同
意
書
を
取
得
す
る
と

被
保
険
者
の
記
名
を
省
略
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

※
２
・
３　
限
度
額
は
、「
毎
月
勤
労
統
計
」の
平
均
定
期
給
与
額
に
よ
り
毎
年
８
月
１
日
に
改
定
さ
れ
る

2

1

1

2

3

4

5

54
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図表2　支給率引下げの対象者

図表3　高年齢雇用継続基本給付金の手続き（初回申請時）

出典 厚生労働省 『令和７年４月１日から高年齢雇用継続給付の支給率を変更します』

注１） ２回目以降の支給申請には、受給資格確認手続きは不要
注２） 初回の支給申請前に「高年齢雇用継続給付受給資格確認票・（初回）高年齢雇用継続給付支給申請書」を受給資格確認票として使用し、
 （賃金証明書とともに）管轄安定所に提出して、受給資格の照会を行なうことも可。その場合は、受給資格確認通知書と支給申請書（初回分）が交付される
出典 厚生労働省 『高年齢雇用継続給付の内容及び支給申請手続について』

注） 同一の再就職について、再就職手当と高年齢再就職給付金
 は併給されない
出典 第188回職業安定分科会雇用保険部会
 『高年齢雇用継続給付について』

受給資格確認票・
（初回）支給申請書記入・提出

受給資格確認票・
（初回）支給申請書 【賃金証明書】

受給資格確認通知書・
支給（不支給）決定通知書交付　
支給申請書（２回目分）交付

受給資格確認通知書・
支給（不支給）決定通知書交付　
支給申請書（２回目分）交付

支給（口座振込）

2025年４月１日

被保険者であった期間
５年以上

〈例1〉 60歳

受給資格発生（60歳に達した日）

65歳

支給期間
賃金が75％未満に低下

被保険者であった期間
3年

被保険者で
あった期間
2年

〈例2〉 60歳

受給資格発生
（被保険者であった期間が５年を満たすこととなった日）

65歳

支給期間
賃金が75％未満に低下

被保険者

事業主
公共

職業安定所
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【 
❺
注
意
事
項 

】

65
歳
よ
り
前
に
年
金
を
受
給
し
て
い
る
場
合

　

前
述
の
と
お
り
、
65
歳
に
な
る
ま
で

に
老
齢
年
金
等
を
受
給
し
て
い
る
人
が

同
給
付
を
受
け
る
と
き
は
、
在
職
に
よ

る
年
金
の
支
給
停
止
に
加
え
て
、
年
金

の
一
部
（
最
大
で
標
準
報
酬
月
額
の

４
％
相
当
額
）が
支
給
停
止
さ
れ
ま
す
。

雇
用
保
険
の
被
保
険
者
資
格
を 

喪
失
し
た
場
合

　

労
働
時
間
が
週
20
時
間
（
２
０
２
８

年
の
法
改
正
後
は
週
10
時
間
）
を
下
回

る
と
、
雇
用
保
険
の
適
用
か
ら
外
れ
、

受
給
資
格
が
な
く
な
り
ま
す
。

　

そ
の
他
、
支
給
申
請
手
続
き
の
詳
細

は
、
厚
生
労
働
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の

「
Ｑ
＆
Ａ
～
高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
～
」

等
を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

◉ �

高
年
齢
者
雇
用
に
お
け
る
会
社
の

基
本
方
針
の
検
討

　

現
実
的
に
は
、
職
種
、
業
種
に
よ
り

高
年
齢
者
が
活
躍
で
き
る
可
能
性
に
は

バ
ラ
ツ
キ
が
あ
り
ま
す
。
ま
ず
は
、
高

年
齢
者
雇
用
に
お
け
る
会
社
の
基
本
方

針
を
定
め
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

　

具
体
的
に
は
、

⑴�　
賃
金
を
引
き
下
げ
る
代
わ
り
に
雇
用

を
守
る
【
福
祉
的
雇
用
】

⑵�　
賃
金
を
維
持
し
つ
つ
積
極
的
な
高
年

齢
者
活
用
を
進
め
る
【
積
極
的
活
用
】

の
い
ず
れ
か
に
な
る
で
し
ょ
う
。

⑴　
福
祉
的
雇
用

　

多
く
の
企
業
で
は
、
再
雇
用
時
に
賃

金
水
準
を
引
き
下
げ
る
傾
向
に
あ
り
ま

す
が
、
そ
の
場
合
、
従
来
と
同
等
の
成

果
を
期
待
す
る
こ
と
は
適
切
で
は
あ
り

ま
せ
ん
。
賃
金
水
準
と
期
待
す
る
役

割
・
成
果
は
対
応
関
係
に
あ
る
べ
き
だ

か
ら
で
す
。
以
下
の
要
素
を
総
合
的
に

考
慮
し
て
、
適
切
な
水
準
を
設
定
す
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。

▪ �

本
人
の
年
金
受
給
状
況

▪ �

高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
の
有
無

▪ �

同
一
労
働
同
一
賃
金
の
観
点

▪ �

関
係
法
令
と
の
整
合
性

▪ �

個
別
の
働
き
方
へ
の
配
慮

　

福
祉
的
雇
用
は
、
労
働
意
欲
の
低
い

高
年
齢
者
集
団
を
生
み
出
す
可
能
性
に

注
意
が
必
要
で
す
。

　

パ
ー
ソ
ル
総
合
研
究
所
の
『
シ
ニ
ア

従
業
員
と
そ
の
同
僚
の
就
労
意
識
に
関

す
る
定
量
調
査
（
２
０
２
１
年
６
月
２

日
公
開
）』
に
よ
る
と
、
20
代
従
業
員

の
３
割
が
、
高
年
齢
者
の
処
遇
（
給
与

の
も
ら
い
す
ぎ
や
成
果
以
上
の
評
価
）

に
不
公
平
感
を
持
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
高
年
齢
者
の
組
織
内
で
の
孤
立

や
、
仕
事
内
容
の
不
透
明
さ
が
あ
る

（
何
の
仕
事
を
し
て
い
る
の
か
わ
か
ら

な
い
）
環
境
で
は
、
若
手
の
転
職
意
向

が
高
ま
る
と
も
指
摘
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

高
年
齢
者
の
就
労
状
況
は
、
周
囲
の

従
業
員
に
も
影
響
を
及
ぼ
す
と
い
う
こ

と
に
留
意
し
ま
し
ょ
う
。

⑵　
積
極
的
活
用

　

一
方
で
、
人
材
確
保
や
技
能
伝
承
の

観
点
か
ら
、
従
来
と
同
等
の
成
果
を
期

待
し
た
い
場
合
は
、
賃
金
水
準
も
従
来

に
近
い
設
定
と
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い

で
し
ょ
う
。
こ
の
場
合
は
、
以
下
の
よ

う
な
対
応
が
必
要
で
す
。

▪ �

総
額
人
件
費
の
増
加
へ
の
対
応

▪ �

現
役
世
代
を
含
め
た
賃
金
カ
ー
ブ
見
直
し

▪ �

人
事
制
度
全
体
の
再
構
築

▪ �

世
代
間
の
処
遇
バ
ラ
ン
ス
調
整

　

⑴
、
⑵
い
ず
れ
の
方
針
を
選
択
す
る

場
合
で
も
、
企
業
の
実
情
と
従
業
員
の

ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た
バ
ラ
ン
ス
の
よ
い

制
度
設
計
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

高
年
齢
者
雇
用
に
お
け
る 

賃
金
設
計
の
留
意
点

◉ �

再
雇
用
に
お
け
る
賃
金
設
計
の 

法
的
枠
組
み

　

中
小
企
業
で
は
、
定
年
後
再
雇
用
の

場
合
、
一
律
で
定
年
前
の
６
割
程
度
の

賃
金
と
す
る
例
が
多
く
見
ら
れ
ま
す

が
、
こ
れ
は
適
切
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

定
年
後
に
再
雇
用
さ
れ
た
有
期
雇
用

労
働
者
に
は
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
・
有
期

雇
用
労
働
法
が
適
用
さ
れ
ま
す
。
同
法

で
は
、
正
社
員
と
の
不
合
理
な
待
遇
差

が
禁
止
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

厚
生
労
働
省
の
「
同
一
労
働
同
一
賃

金
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
で
は
、
待
遇
差
に

つ
い
て
の
原
則
と
な
る
考
え
方
や
具
体

例
が
示
さ
れ
て
い
ま
す
。

◉ 

裁
判
例
か
ら
み
る
留
意
点

　

こ
れ
ま
で
も
、
高
年
齢
者
の
再
雇
用

時
の
ト
ラ
ブ
ル
が
裁
判
で
争
わ
れ
た
ケ

ー
ス
が
あ
り
ま
す
（
図
表
４
）。

　

そ
の
他
の
裁
判
例
か
ら
も
、
高
年
齢

者
再
雇
用
に
お
け
る
賃
金
設
計
で
は
、

次
の
点
に
留
意
が
必
要
で
す
。

【 �

職
務
内
容
・
責
任
・
経
験
・
能
力
・ 

】 

貢
献
度
等
を
総
合
的
に
評
価

　

年
齢
や
勤
続
年
数
の
み
で
賃
金
を
決

定
す
る
の
で
は
な
く
、
こ
れ
ら
の
要
素

を
総
合
的
に
評
価
し
、
一
般
の
従
業
員

と
の
待
遇
差
を
合
理
的
な
範
囲
内
に
抑

え
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

特
に
、
同
一
労
働
同
一
賃
金
の
原
則

に
照
ら
し
、
業
務
内
容
や
成
果
に
見
合

っ
た
賃
金
設
計
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

66企業実務　2025．　4



【 �
賃
金
決
定
プ
ロ
セ
ス
の
明
確
化
と 

】 
労
働
者
へ
の
適
切
な
説
明

　

賃
金
決
定
の
根
拠
と
な
る
評
価
基
準

や
算
定
方
法
を
明
確
化
し
、
労
働
者
に

対
し
て
丁
寧
に
説
明
す
る
こ
と
で
、
ト

ラ
ブ
ル
を
未
然
に
防
止
で
き
ま
す
。

　

就
業
規
則
や
労
働
協
約
へ
の
明
記
も

重
要
で
す
。

【 

労
働
組
合
等
と
の
適
切
な
交
渉 

】

　

労
働
組
合
が
あ
る
場
合
は
、
賃
金
制

度
の
内
容
を
誠
実
に
交
渉
し
、
合
意
形

成
を
図
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
定
年
後

再
雇
用
の
賃
金
水
準
が
合
理
的
で
な
い

場
合
、
労
使
紛
争
の
原
因
と
な
る
こ
と

が
指
摘
さ
れ
て
い
ま
す
。

◉ �

高
年
齢
者
雇
用
に
お
け
る 

賃
金
設
計
例

　

で
は
、
高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
を
最

大
限
利
用
し
た
賃
金
設
計

を
考
え
て
み
ま
し
ょ
う
。

【 

改
正
前 

】

▪ �

再
雇
用
時
賃
金
を
現
役
時

代
の
61
％
に
設
定

▪ �

給
付
金
15
％
支
給

▪ �

合
計
＝
現
役
時
代
の
約

７
割
の
収
入

【 

改
正
後 

】

▪ �

再
雇
用
時
賃
金
を
現
役
時

代
の
64
％
に
設
定

▪ �

給
付
金
10
％
支
給

▪ �

合
計
＝
同
じ
く
現
役
時
代

の
約
７
割
の
収
入

　

こ
の
よ
う
に
、
給
付
金

制
度
の
変
更
に
合
わ
せ
て

賃
金
を
少
し
引
き
上
げ
る

こ
と
で
、
収
入
を
従
来
と

同
水
準
に
保
つ
こ
と
が
で

き
ま
す
（
図
表
５
）。

　

こ
の
方
法
な
ら
、
同
一

労
働
同
一
賃
金
の
考
え
方
に
も
配
慮
し

つ
つ
、
高
年
齢
者
の
働
く
意
欲
も
最
大
限

維
持
で
き
る
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

高
年
齢
者
の
戦
略
的
活
用
に

よ
る
企
業
成
長
へ
の
貢
献

　

高
年
齢
者
の
戦
略
的
活
用
は
企
業
成

長
に
繋
が
り
ま
す
。
ジ
ョ
ブ
型
雇
用
の

導
入
に
よ
り
、
職
務
内
容
を
明
確
に
し

て
、
高
年
齢
者
の
専
門
知
識
や
経
験
を

活
用
で
き
ま
す
。

　

た
と
え
ば
、
技
術
顧
問
や
品
質
管
理

の
専
門
職
と
し
て
の
活
躍
、
メ
ン
タ
ー

や
研
修
講
師
と
し
て
知
識
や
経
験
を
若

手
に
伝
え
る
仕
組
み
も
効
果
的
で
す
。

あ
わ
せ
て
、
役
職
定
年
制
を
設
け
る
こ

と
で
、
高
年
齢
者
の
雇
用
を
続
け
つ
つ

若
手
も
登
用
で
き
ま
す
。
詳
し
い
事
例

は
、
独
立
行
政
法
人
高
齢
・
障
害
・
求

職
者
雇
用
支
援
機
構
の
事
例
サ
イ
ト
で

紹
介
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
の
縮
小
に
よ

り
、
企
業
は
人
件
費
の
見
直
し
を
迫
ら

れ
ま
す
が
、
こ
れ
は
高
年
齢
者
の
豊
富

な
経
験
と
知
識
を
成
長
エ
ン
ジ
ン
と
し

て
活
用
す
る
機
会
で
も
あ
り
ま
す
。

　

適
切
な
賃
金
設
計
と
戦
略
的
な
人
材

活
用
に
よ
り
、
企
業
の
持
続
的
な
発
展

に
繋
げ
て
い
く
き
っ
か
け
と
な
る
こ
と

を
祈
念
し
て
お
り
ま
す
。

おおいし　けいいち おおいし　けいいち ● ● 就職氷河期に入社した会社が離職率の高い企業。退職後、働きやすさを追求中に社会就職氷河期に入社した会社が離職率の高い企業。退職後、働きやすさを追求中に社会
保険労務士の資格を取得。自ら働きやすい職場環境を提案する立場となり、法人労務専門の社労士として活動中。保険労務士の資格を取得。自ら働きやすい職場環境を提案する立場となり、法人労務専門の社労士として活動中。

総合計

定年前60歳到達時
賃金月額

改正前試算
（～2025年3月31日）

改正後試算
（2025年4月1日～）

自動車学校の教習指導員が
定年後に再雇用された際、
基本給や賞与が大幅に減
額されたことが争点となっ
た事件。一審・二審では、
職務内容や責任の程度に
大きな変化がないにもかか
わらず、賃金が大幅に減額
されたことが違法と判断さ
れた。しかし最高裁は、基本
給や賞与の性質（勤続給に
加え、職務給、職能給とし
ての性質）や目的の検討が
不十分だとして、二審判決
を破棄して差し戻した。

図表４　高年齢者再雇用に関する裁判例　筆者作成

図表５　高年齢雇用継続給付を利用した賃金設計シミュレーション　筆者作成

出典 厚生労働省『令和７年４月１日から高年齢雇用継続給付の支給率を変更します』

※ 60歳到達時賃金月額は、原則として、60歳に到達する前６か月間の
総支給額（保険料等が控除される前の額。賞与は除く）を180で除した
賃金日額の30日分の額

※ 残業代が支給されると、給付はその分減額
※ あくまで仮のシミュレーションであり、実運用の責任を負う
ものではない

注） 同一の再就職について、再就職手当と高年齢再就職給付金
 は併給されない
出典 第188回職業安定分科会雇用保険部会
 『高年齢雇用継続給付について』

名古屋自動車学校事件
最判／令和５年７月20日

定年後に再雇用されたトラック運
転手が、正社員と同じ業務内容に
もかかわらず賃金が減額されたの
は不当だと訴えた事件。最高裁は、
再雇用後の賃金減額の一部（基本
給、賞与、住宅手当、家族手当、役付
手当）については不当ではないと
認めた。これは、労働者が定年後
再雇用者であることおよびそれに
伴う事情（例：老齢年金の支給開始）
が考慮されたためだった。しかし、
精勤手当の不支給や、残業代の計算
基礎に精勤手当が含まれていない
ことは不合理だと判断され、待遇
差の根拠が厳しく審査された。

長澤運輸事件
最判／平成30年６月１日

惣菜類を製造販売する会社
のフルタイム労働者が、会社
側が提示したパートタイム
での再雇用（定年前賃金の
約25％）を拒否して定年
退職し、損害賠償等を求め
た事件。福岡高裁は、定年
後の極端な労働条件の悪
化は、高年齢者雇用安定
法の趣旨に反するとして、
会社に慰謝料100万円の
支払いを命じた。

九州惣菜事件
福岡高判／平成29年９月７日

基本手当を受給した後、60歳以後
に再就職して、再就職後の各月に
支払われる賃金額が基本手当の
基準となった賃金日額を30倍した
額の75％未満となった者で以下の
要件を満たす者
a. 基本手当についての被保険者で
 あった期間が５年以上あること
b. 再就職した日の前日における
 基本手当の支給残日数が
 100日以上あること
c. 安定した職業に就くことにより
 被保険者となったこと

高年齢再就職給付金

基本給  278,000円
通勤手当  10,000円
総支給額  288,000円
 （定年前の64％）
高年齢雇用継続給付（10％） 28,800円

 316,800円

基本給  264,500円
通勤手当  10,000円
総支給額  274,500円
 （定年前の61％）
高年齢雇用継続給付（15％） 41,175円

 315,675円

基本給  400,000円
役職手当  40,000円
通勤手当  10,000円
総支給額  450,000円
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